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研究成果の概要（和文）：福島第一原子力発電所事故以降、農作物の放射性セシウム吸収抑制のために作土の交
換性カリウム濃度を高める対策が行われてきました。この対策は極めて有効でしたが、一方で主な資材として用
いられている塩化カリウムからは塩化物イオン（水道水質基準が定められている物質）が地下水や河川に流亡し
ている可能性がありました。本研究では、福島県で対策が行われてきた地域の地下水・河川水を調査し、塩化物
イオン濃度には顕著な増加が生じておらず、本対策が流域水質への負荷の少ない方法であることを明らかにしま
した。

研究成果の概要（英文）：Countermeasures have been conducted to control radiocesium uptake by crops 
since the accident at the Fukushima Daiichi Nuclear Power Plant,. A highly effective countermeasure 
is to increase the concentration of exchangeable potassium in soil. Although potassium chloride has 
been used as the main source material, chloride ion, for which a water quality standard for tap 
water is set in Japan, have possibly been discharged from farmlands into groundwater and rivers. In 
this study, we investigated the concentration of chloride ion in groundwater and river water in the 
areas where the countermeasure had been implemented in Fukushima Prefecture. We have found that 
there was no significant increase in the concentration and that this countermeasure has had a low 
impact on the water quality in the watersheds.
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令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
福島第一原子力発電所事故は除染や耕作規制など農地環境に劇的な変化を与えました。放射性セシウムの吸収抑
制対策であるカリウム増加施肥もその一つです。様々な人間活動が関連する環境にどのように影響するのか良い
面も悪い面も含めて評価していくことは、後世へ残す教訓として重要です。カリウムによる対策が周辺水系の水
質に顕著な影響を及ぼしていないという結果は、農業関係者や地下水を飲用水源として利用している住民の安心
に繋がるでしょう。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
１．研究開始当初の背景 
2011 年 3 月に発生した東京電力福島第一原子力発電所事故により福島県を中心に多量の放射性
セシウムが沈着した。農作物による放射性セシウムの吸収が懸念される地域では、放射性セシウ
ムが同族元素のカリウムと吸収競合関係にあることを利用して、作土の交換性カリウム量を増
やす対策を行っている。その効果は大きく、2016 年以降ほとんどの農作物で基準値超過は生じ
ていない引用文献①。 
カリウム資材としては主に塩化カリウムが用いられており、2013 年以降、福島県では毎年 3000
～12000 t もの量が使用されているが引用文献②、その主成分である塩化物イオンは土壌への吸着
性が低いため、農地から流亡している可能性がある。塩化物イオンは水道水質基準値が定められ
ている。吸収抑制対策を行っている福島県中部・東部の水道普及率は 90%以上と高いが引用文献③、
給水対象外の約 10 万人は民家井などを飲用水源にしていると考えられる。しかし、これまで本
地域の地下水や河川水の塩化物イオン濃度の震災以降の変化を網羅的に調査した事例はなく、
吸収抑制対策の影響は不明であった。 
 
２．研究の目的 
吸収抑制対策を行っている福島県中部・東部の浅層地下水を対象に、塩化物イオンに顕著な増加
が起きていないか把握するとともに、増加が見られた場合の要因解明に取り組む。また、農地排
水の影響を受けやすい河川水についても同地域の河川を対象に傾向を把握する。 
 
３．研究の方法 
（１）地下水 
福島県中部・東部の地下水 62 地点（地点数：湧水
55、井戸水 7。土地利用別：農業地域 24、宅地域
10、森林域 28）を 2017～2020 年にかけて毎年春・
秋に採取した（図１）。なお、海水の影響を受けて
いる可能性がある震災時の津波浸水域では採水し
ていない。現地で溶存酸素濃度を測定し、酸素濃度
の豊富さから浅層地下水であることを確認した。
塩化物イオンを含む主要イオンをイオンクロマト
グラフで分析した。採取地点のうち 26 地点は、
2010～2014 年の報告値引用文献④⑤があり、その時点
からの濃度変化も検証した。 
塩化物イオンが高濃度または経時的に増加してい
る地点について、塩化物イオンの他の主要供給源
である海塩や温泉の影響の可能性を主要イオン組
成から考察した。また、生活排水の指標となりうる
難分解性溶存有機物質の人工甘味料を、Watanabe et al. 引用文献⑥の手法に従って液体クロマト
グラフ質量分析計で分析し、生活排水の混入の可能性も検討した。 
 
（２）河川水 
河川水は農業地域を流れる 6河川（北東部の真野川・新田川・太田川、中北部の佐久間川・普蔵
川、中南部の滑川）の上・中・下流で、2019～2020 年度にかけて月 1～2回採取した。佐久間川
と普蔵川の地域は 2015 年と 2017 年で吸収抑制対策を完了しており引用文献②、他河川の対照とな
る。その他の河川流域では 2019 年まで対策が実施された。主要イオンをイオンクロマトグラフ
で分析した。 
 
４．研究成果 
（１）地下水 
地下水の土地利用別の主要イオン濃度を図
２に示す。塩化物イオンを含むどのイオンも
上流である森林域より下流の農業地域・宅地
域で高濃度の傾向にあった。しかし、塩化物
イオン濃度は 50 mg/L 未満と、水道水質基準
（200 mg/L）より大幅に低く、吸収抑制対策
の顕著な影響は見られない。 
一部の地点を除き、観測期間中に塩化物イオ
ン濃度の変動は少なく、数 mg/L とほぼ安定
していた。しかし、2010～2014 年時点引用文献

④⑤から濃度が 10～20 mg/L 上昇している地
点が 2 地点（表１の地点 1 と 2）、また、2014

図１ 採水地点位置図 

図２ 地下水の土地利用別の主要イオン平
均濃度の箱ひげ図。各イオンにおける異なる
アルファベットは Steel-Dwass 多重検定にお
いて中央値が有意（p < 0.05）に異なること
を示す。 



年までの観測値はないが、2017～2020 年の間に経時的に塩化物イオン濃度が上昇した地点が 1
地点確認された（表１の地点 3）。地点 1 は人工甘味料の濃度も高く、宅地化が進んでいること
から、生活排水の混入が要因と推察できる。一方、地点 2と 3の人工甘味料濃度は定量下限値未
満と低く、生活排水以外の供給源が考えられる。両地点とも周辺には温泉・鉱泉は分布しておら
ず、地点 2 は Na-Cl 型の水質のため海塩の影響の可能性があるが、地点 3 の水質は観測期間中
に Na-HCO3型から Na・Mg・Ca-Cl 型へと変化しており、かつ人為影響の指標となる硝酸イオンを
含めたどのイオンも期間中徐々に濃度が上昇したことから（重炭酸イオンを除く）、肥料成分の
影響の可能性がある。現在、塩化物イオンは問題となる濃度ではないが、吸収抑制対策の影響か
正確に判別するためには、周辺の水質や地下水の涵養源・流向・年代などを含めた詳細な調査が
必要であろう。 
 
表１ 塩化物イオン濃度の推移と人工甘味料濃度 
地点 場所 土地利用 a 塩化物イオン (mg/L) 人工甘味料 (ng/L)b  
   2013～

2014 年 C 

2017 年 
10 月 

2018 年 
11 月 

2019 年 
12 月 

2020 年 
4 月 

ｱｾｽﾙ
ﾌｧﾑ K 

ｽｸﾗﾛ
ｰｽ 

ｻｯｶﾘﾝ 

1 三春町 R, A 9 14 20 21 20 99 311 1 
2 南相馬市 F, A, R 22 41 41 40 44 <1 <10 <1 
3 南相馬市 A - 19 23 26 34 1 <10 1 

aF は森林、Aは農地、Rは宅地 
b2019 年 12 月に採水 
c引用文献⑤による報告値 
 
（２）河川水 
調査した 6 河川のうち、相対的に塩化物イオン濃度の高かった 3 河川（真野川、滑川、佐久間
川）の季節変動を図３に示す。いずれの河川も上流（森林域）の濃度に変動はなかったが、吸収
抑制対策地域である真野川と滑川の中・下流では作付開始期の 5～6 月にピークが認められ、同
時期にカリウムイオン濃度もピークが確認された。一方、2015 年に対策を終了した佐久間川の
傾向は異なり、ピークは 5～6月ではなく冬季に見られた（滑川下流の 2021 年冬季にも）。また、
下流地点の塩化物イオン濃度は河川の水位（流量）に反比例して増加する傾向にあったが、真野
川・滑川の 5～6月、佐久間川の冬季は他時期の水位に比して高濃度であった（図４）。カリウム
イオン濃度も、塩化物イオン濃度ほど明瞭ではないが同様の傾向が見られた。 
 

 
図３ 河川水の塩化物イオンおよびカリウムイオン濃度の季節変動 

 



 
図４ 河川下流地点の塩化物イオンおよびカリウムイオン濃度の水位との関係。塩化物イオン

濃度の図は縦軸が対数であることに注意。水位は観測地点近傍の福島県の観測データ引用

文献⑦を用いた。 
 
各河川の下流地点の流域面積に占める農地の割合は、真野川 15%（うち水田 8%）、滑川 42%（う
ち水田 39%）、佐久間川 50%（うち水田 21%）であり、農地および排水量の多い水田が佐久間川流
域に少ないわけではない。よって、真野川・滑川の 5～6月のピークは吸収抑制対策によって施
用された塩化カリウムが作付け後に速やかに流亡した結果と推察される。佐久間川（と 2021 年
の滑川下流）で冬季にピークが見られた要因は、塩化物イオンと同時にナトリウムイオンやカル
シウムイオンの濃度が増加したことから，道路に撒かれた凍結防止剤・融雪剤（NaCl・CaCl 等）
の溶解・流入と推察される。いずれにしても真野川と滑川の塩化物イオン濃度の最高値は20 mg/L
程度と低い。 
以上の研究結果より、塩化カリウムを用いた吸収抑制対策は地下水・河川水質への負荷が少ない
方法であると評価できる。 
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